
前照灯の検査について

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課

● 指定工場における前照灯検査の取扱いについて

前照灯試験機（すれ違い用）を所有しているか？

初度登録年月・初度検査年月は平成１０年９月以降？
自動車検査証の初度

登録年月・検査年月を確認

はい いいえ

四国運輸局

はい

前照灯試験機（走行用）のスクリーン、スクリーン、壁等
を用いてすれ違い用前照灯の検査が可能か？

いいえ

注意：二輪自動車、側
車付二輪自動車、大
型特殊自動車等は年
式にかかわらず走行
用前照灯で検査

すれ違い用前照灯を検査
基準に適合しているか？

はい

終了
（合格）

走行用前照灯を検査
基準に適合しているか？

を用いてすれ違い用前照灯の検査が可能か？

いいえ

いいえ

はい

判定困難

整備による調整

整備による調整

判定困難

いいえ

すれ違い用前照灯

走行用前照灯
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● 前照灯の基準について

☆ 平成１０年８月３１日以前製作車及び平成１０年９月１日以降製作の二輪自動車等

走行用前照灯により検査を実施します。
（１） 計測の条件
① 直進姿勢であり、かつ、検査時車両状態
② 手動式の前照灯照射方向調節装置を備えた自動車にあっては、①の状態に対応するように当
該装置の操作装置を調整した状態
③ 蓄電池が充電されており、かつ、原動機が回転している状態
④ 前照灯試験機（走行用）の受光部と走行用前照灯を正対させた状態
⑤ 計測に支障をきたすおそれのある場合は、計測する灯火以外の灯器を遮蔽した状態
（２）計測値の判定

四国運輸局

（２）計測値の判定
① 自動車（②の自動車を除く。）に備える走行用前照灯（四灯式（同時に点灯する４個の走行用
前照灯を有するものをいう。以下同じ。）にあっては、主走行ビーム）は、その光度が最大となる
点（以下「最高光度点」という。）が、前方１０ｍの位置において、走行用前照灯の照明部の中心
を含む水平面より１００㎜上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの５分の１下方の
平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最高光度点における光度が、次に掲げる
光度以上であること。
ａ 四灯式以外のものであってすれ違い用前照灯が同時に点灯しない構造のものにあっては、１
灯につき１５，０００ｃｄ

ｂ 四灯式以外のものであってすれ違い用前照灯が同時に点灯する構造のものにあっては、１灯
につき１２，０００ｃｄ。ただし、１２，０００ｃｄに満たない場合にあっては、同時に点灯するすれ違
い用前照灯との光度の和が１５，０００ｃｄであってもよい。

ｃ 四灯式のものにあっては、主走行ビームの光度が１灯につき１２，０００ｃｄ、又は他の走行用
前照灯との光度の和が１５，０００ｃｄ

● 前照灯の基準について

② 除雪、土木作業、その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最
高速度３５㎞／ｈ未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車に備える走行用前照灯
（四灯式にあっては、主走行ビーム）は、その最高光度点が、前方１０ｍの位置において、走行用
前照灯の照明部の中心を含む水平面より１００㎜上方の平面及び当該水平面より当該照明部中
心高さの１０分の３下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最高光度点に
おける光度が、１灯につき１０，０００ｃｄ以上であること。
③ 走行用前照灯の最高光度の合計は、４３０，０００ｃｄを超えないこと。
④ 走行用前照灯の照射光線は、自動車の進行方向を正射するものであること。ただし、曲線道
路用配光可変型走行用前照灯（自動車が進行する道路の曲線部をより強く照射することができ
る走行用前照灯をいう。以下同じ。）にあっては、その照射光線は、直進姿勢において自動車の
進行方向を正射するものであればよい。
この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使
用される自動車であって地方運輸局長が指定するもの、最高速度３５㎞／ｈ未満の大型特殊自
動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、①により自動車を計測したときに、走行用前
照灯（四灯式にあっては、主走行ビーム）の最高光度点が、前方１０ｍの位置において、走行用
前照灯の照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と平行な鉛直面より左右にそれぞれ２７０㎜
の鉛直面の範囲内にあるものは、この基準に適合するものとする。
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● 参考図（走行用前照灯）

（参考図）走行用前照灯の判定値（前方１０ｍの位置における最高光度点の位置）

上：１００㎜

左：２７０㎜ 右：２７０㎜

Ｖ

Ｈ

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

下：照明部中心高の１／５

照明部中心

● 前照灯の基準について

☆ 平成１０年９月１日以降製作車（二輪車等を除く）

原則として、すれ違い用前照灯により検査を実施します。
１．前照灯試験機（すれ違い用）により検査を行う場合
（１） 計測の条件
① 直進姿勢であり、かつ、検査時車両状態
② 手動式の前照灯照射方向調節装置を備えた自動車にあっては、①の状態に対応するように
当該装置の操作装置を調整した状態
③ 蓄電池が充電されており、かつ、原動機が回転している状態
④ 前照灯試験機（すれ違い用）の受光部とすれ違い用前照灯を正対させた状態
⑤ 計測に支障をきたすおそれのある場合は、計測する灯火以外の灯器を遮蔽した状態

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

⑤ 計測に支障をきたすおそれのある場合は、計測する灯火以外の灯器を遮蔽した状態
（２）計測値の判定
① カットオフ（すれ違い状態の照射方向を調整する際に用いる光の明部と暗部を分ける線のこ
とをいう。以下同じ。）を有するすれ違い用前照灯の場合
ａ エルボー点（カットオフ上における当該すれ違い用ビーム（すれ違い状態における照射光線
をいう。以下同じ。）の照射部分の中心及びその近傍にある最大の屈曲点をいう。以下同
じ。）は、すれ違い用前照灯の照明部の中心を含み、かつ、水平面より下方０．１１°の平面
及び下方０．８６°の平面（当該照明部の中心の高さが１ｍを超える自動車にあっては、下
方０．４１°の平面及び下方１．１６°の平面）並びに車両中心線と平行な鉛直面より左右に
それぞれ１．５５°の鉛直面に囲まれた範囲内、又は、前方１０ｍの位置において、当該照
明部の中心を含む水平面より下方２０㎜の直線及び下方１５０㎜の直線（当該照明部の中
心の高さが１ｍを超える自動車にあっては、下方７０㎜の直線及び下方２００㎜の直線）並び
に当該照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と平行な鉛直面より左右に２７０㎜の直線
に囲まれた範囲内にあること。
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● 前照灯の基準について

ｂ すれ違い用前照灯の照明部の中心を含み、かつ、水平面より下方０．６°（当該照明部の中
心の高さが１ｍを超える自動車にあっては、０．９°）の平面及び車両中心線と平行な鉛直
面より左方に１．３°の鉛直面が交わる位置、又は、前方１０ｍの位置において、当該照明
部の中心を含む水平面より下方１１０㎜（当該照明部の中心の高さが１ｍを超える自動車に
あっては、１６０㎜）の直線及び当該照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と平行な鉛直
面より左方に２３０㎜の直線の交わる位置における光度が、１灯につき６，４００ｃｄ以上であ
ること。

② カットオフを有しないすれ違い用前照灯の場合
ａ 最高光度点が、照明部の中心を含む水平面より下方にあり、かつ、当該照明部の中心を含
み、かつ、車両中心線と平行な鉛直面よりも左方にあること。

ｂ 最高光度点における光度は、１灯につき、６，４００ｃｄ以上であること。

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

● 参考図（すれ違い用前照灯）

（参考図）カットオフを有するすれ違い用前照灯の判定値
（前方１０ｍの位置におけるエルボー点の位置）

下：２０㎜（７０㎜）

左：２７０㎜ 右：２７０㎜

照明部中心
Ｖ

Ｈ

エルボー点

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

下：１５０㎜（２００㎜）

エルボー点

測定点

下：１１０㎜（１６０㎜）

左：２３０㎜

注 ： （ ）内は照明部の中心の高さが１ｍ超の場合
参考： カットオフラインの標準位置は下１００㎜

カットオフライン
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● 前照灯の基準について

２．前照灯試験機（すれ違い用）による計測を行うことができない場合
（１） カットオフを有するすれ違い用前照灯の場合
① すれ違い用前照灯をスクリーン（試験機に付属のものを含む。）、壁等に照射することにより
エルボー点が規定の範囲内にあることを目視により確認できること。
② 規定の位置（当該位置を指定できない場合には、最高光度点）における光度が、１灯につき、
６，４００ｃｄ以上であること。

（２） カットオフを有しないすれ違い用前照灯の場合
① 最高光度点が規定の位置にあること。
② 最高光度点における光度は、１灯につき、６，４００ｃｄ以上であること。

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

● 参考図（すれ違い用前照灯）

（参考図）スクリーン等に照射した場合におけるすれ違い用前照灯の配光特性の例

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

カットオフ

カットオフを有するもの カットオフを有していないもの

測定点

エルボー点

最高光度点
（測定点）
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● 指定整備記録簿の記載方法

走行用前照灯を前照灯試験機（走行用）で検査した場合

前 照 灯

右 左

取
付
高
さ

５８
㎝

５８
㎝

下 上

５
下

１０ （注）上向きの場合は「下」を打ち消し、「上」と記入する。

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

光

軸

５
㎝

１０
㎝

左 ・ 右

１５
㎝

左 ・ 右

２０
㎝

光

度

主×１００

１６０
ｃｄ

主×１００

１６０
ｃｄ

副×１００

ｃｄ

副×１００

ｃｄ

（注）上向きの場合は「下」を打ち消し、「上」と記入する。

（注）四灯式の前照灯で、主の光度のみで合格とした場合は、
副は斜線又は空白等とする。
二灯式の前照灯にあっては、副は斜線等とする。

● 指定整備記録簿の記載方法

すれ違い用前照灯を前照灯試験機（すれ違い用）で検査した場合
（カットオフ有り）

前 照 灯

右 左

取
付
高
さ

すれ違い灯

５８
㎝

５８
㎝

下

１０
下

１０

（注）「取付高さ」の欄に「すれ違い灯」と記入する。

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

光

軸

１０
㎝

１０
㎝

左 ・ 右

１５
㎝

左 ・ 右

２０
㎝

光

度

主×１００

ｃｄ

主×１００

ｃｄ

副×１００

９０
ｃｄ

副×１００

１００
ｃｄ

（注）主は斜線又は空白等とする。

（注）「光軸」を「エルボー点の位置」と読み替えて数値を記入
する。
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● 指定整備記録簿の記載方法

すれ違い用前照灯を前照灯試験機（走行用）に備えられたスクリーン等で
目視により検査した場合（カットオフ有り）

前 照 灯

右 左

取
付
高
さ

すれ違い灯

５８
㎝

５８
㎝

下 スクリーン

１０
下

１０

（注）「取付高さ」の欄に「すれ違い灯」と記入する。

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

光

軸

１０
㎝

１０
㎝

左 ・ 右

１５
㎝

左 ・ 右

２０
㎝

光

度

主×１００

ｃｄ

主×１００

ｃｄ

副×１００

９０
ｃｄ

副×１００

１００
ｃｄ

（注）主は斜線又は空白等とする。

（注）「光軸」を「エルボー点の位置」と読み替えて数値を記入
する。
「光軸」欄に「スクリーン」と記入する。

● 指定整備記録簿の記載方法

すれ違い用前照灯の検査により判断した場合（カットオフなし）

前 照 灯

右 左

取
付
高
さ

すれ違い灯
カットオフ無し

５８
㎝

５８
㎝

下 下

（注）「取付高さ」の欄に「すれ違い灯」と記入する。
「取付高さ」の欄に「カットオフ無し」と記入する。

すれ違い用前照灯を前照灯試験機（すれ違い用）又は前照灯試験機（走行用）に
備えられたスクリーン等で検査した場合（カットオフ無し）

四国運輸局四国運輸局四国運輸局

光

軸

下

１０
㎝

下

１０
㎝

左 ・ 右

１５
㎝

左 ・ 右

２０
㎝

光

度

主×１００

ｃｄ

主×１００

ｃｄ

副×１００

９０
ｃｄ

副×１００

１００
ｃｄ

（注）主は斜線又は空白等とする。

（注）「光軸」は「最高光度点の位置」を記入する。

- 49-



● FAQ 四国運輸局

Q１．オートバイの検査はすれ違い用でも良いですか？

二輪自動車、側車付二輪自動車、運輸局長の指定する自動車、大型特殊自
動車及び、農耕用小型特殊自動車の前照灯の検査については、審査事務規程
では走行用前照灯の判定基準しかありませんので、すれ違い用前照灯でテスタ
による検査を行うことができません。

したがって、指定工場で検査を行う際には、走行用前照灯での検査を行ってく
ださい。

Q２．軽自動車の自動車検査証に初度検査年「平成１０年」の記載がありますが、
すれ違い用前照灯での検査が必要かどうかの判断はどうすれば良いですか？

平成１７年以前の軽自動車の自動車検査証は、初度検査年のみの表記となっ
ています。そのため、排気ガス記号が二桁（ＧＤ、ＧＦ以降）となっている、平成１０
年１０月からの新規格軽自動車から、すれ違い用前照灯検査の対象とします。

● FAQ 四国運輸局

Q３．判定困難な場合とはどんな場合ですか？

ＬＥＤ光源を持つ特殊な前照灯等で、テスタによって正確に測定ができないも
のを検査する場合や走行用前照灯試験機でテスタの位置を光度測定点に調整
を行ったときに正確に測定できない場合をいいます。

それ以外にも、カットオフラインはあるけれども、テスタでははっきりと確認でき
ないような場合も含まれます。

カットオフラインが規定値内に無い等ただ単に前照灯の調整ができていないよ
うな場合は含まれません。
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● 参考（走行用前照灯） 四国運輸局

製作年月日
色 個数 光度 光軸 その他

～Ｓ３５．９．３０ 白色又は淡黄色
１個、
２個又は４個

１０，０００ｃｄ
以上

上下
上：１００㎜
以内

下：前照灯
中心高さの
１０分の３
以内

左右
左右：２７０㎜

以内

Ｓ３５．１０．１
～

Ｓ３８．１０．１４
〃 〃

四灯式以外
１５，０００ｃｄ
以上
四灯式
１２，０００ｃｄ
以上（ただし、１
２，０００ｃｄに
満たない場合
は同時に点灯
する前照灯と
の和が１５，００
０ｃｄ以上）

上下
上：１００㎜
以内

下：前照灯
中心高さの
５分の１
以内

左右
左右：２７０㎜

以内

Ｓ３８．１０．１５
～

Ｓ４４．３．３１
〃 〃 〃 〃

● 参考（走行用前照灯） 四国運輸局

製作年月日
色 個数 光度 光軸 その他

Ｓ４４．４．１
～

Ｈ１７．１２．３１
白色又は淡黄色

１個、
２個又は４個

四灯式以外
１５，０００ｃｄ
以上
四灯式
１２，０００ｃｄ
以上（ただし、１
２，０００ｃｄに満た
ない場合は同時
に点灯する前照
灯との和が１５，０
００ｃｄ以上）

上下
上：１００㎜
以内

下：前照灯
中心高さの
５分の１
以内

左右
左右：２７０㎜

以内

Ｈ１０．４．１～
二輪自動車及び
側車付二輪自動
車は、原動機が
作動している場
合に走行用又は
すれ違い用前照
灯が点灯してい
る構造であること。

Ｈ１８．１．１～ 白色 〃 〃 〃

・点灯操作状態
を運転者席の
運転者に表示
する装置を備
えること。
・二輪自動車及
び側車付二輪
自動車は、原
動機が作動し
ている場合に
走行用又はす
れ違い用前照
灯が点灯して
いる構造であ
ること。
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● 参考（すれ違い用前照灯） 四国運輸局

製作年月日
色 個数 光度 光軸 その他

～Ｓ３５．９．３０ 白色又は淡黄色
２個
二輪自動車等は
１個又は２個

主光軸が、前方
２５ｍにおける地
面からの高さが
１．２ｍを超えな
いこと。

・右側通行用の
配光でないこと。

Ｓ３５．１０．１
～

Ｓ４４．３．３１
〃 〃

・右側通行用の
配光でないこと。
・照明部の中心
の高さが地上１．
２ｍ以下である
こと。こと。

Ｓ４４．４．１
～

Ｓ４８．１１．３０
〃 〃 〃

Ｓ４８．１２．１
～

Ｈ１０．８．３１
〃 〃

・右側通行用の
配光でないこと。
・照明部の中心
の高さが地上１．
２ｍ以下である
こと。
・照明部の最外
縁が自動車の
最外側から４０
０㎜以内である
こと。

● 参考（すれ違い用前照灯） 四国運輸局

製作年月日 色 個数 光度 光軸 その他

Ｈ１０．９．１
～

Ｈ１７．１２．３１
白色又は淡黄色

２個
二輪自動車等は
１個又は２個

照明部の中心か
ら下方１１㎝、か
つ、左方２３㎝の
位置における光
度が、６，４００ｃ
ｄ以上
（照明部の中心高さ
が１ｍを超える自動
車は、下方１６㎝、
かつ、左方２３㎝の
位置）

エルボー点の位
置が、照明部の
中心から下方２
０㎜から下方１５
０㎜、かつ、左右
２７０㎜の範囲内
にあること。
（照明部の中心高さ
が１ｍを超える自動
車は、下方７０㎜か
ら下方２００㎜。左
右は同じ。）

・右側通行用の
配光でないこと。
・照明部の中心
の高さが地上１．
２ｍ以下である
こと。
・照明部の最外
縁が自動車の
最外側から４０
０㎜以内である
こと。

Ｈ１８．１．１～ 白色 〃 〃 〃

・右側通行用の
配光でないこと。
・照明部の上縁
の高さが地上１．
２ｍ以下、下縁
の高さが地上０．
５ｍ以上である
こと。（二輪自動
車等は中心高さ
が地上１．２ｍ以
下）

・照明部の最外
縁が自動車の
最外側から４０
０㎜以内である
こと。
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オパシメータによる検査

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課

● オパシメータ検査対象車の見分け方 四国運輸局

★ 自動車検査証を見て次のいずれかに該当する場合は、オパシメータに
よる検査が必要です。

排出ガス記号（型式の前にある記号）が３桁の
軽油を燃料とする自動車で、１桁目がＬ、Ｆ、Ｍ、
Ｒ、Ｑ、Ｓ又はＴとなっている自動車
（平成２７年６月現在）

ここに注目！

ここに注目！

自動車検査証に記載されている型式指定番号が、
「１６０００」番以降の軽油を燃料とする自動車
（特殊自動車を除く。）

自動車検査証の備考欄に「オパシメータ測定」と
記載されている自動車ここに注目！
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● オパシメータ検査の方法 四国運輸局

◆ 排出ガスの光吸収係数の測定

① 測定を行う前に、オパシメータを十分に暖機し、プローブ内に滞留した黒煙等の掃気を行い、校正を行います。
② 測定を行う自動車も、十分に暖機し、変速機の位置を中立、原動機を無負荷の状態にしておきます。
③ 自動車の排気管内にプローブを排気管出口径の３倍以上６倍以下の長さまで挿入し、自動車を次の条件で運
転します。なお、プローブを排気管出口径の３倍以上６倍以下の長さまで挿入することが困難なときは、外気の
混入を防止する措置を講じます。

調整運転： 無負荷運転（アイドリング運転）を５～６秒行います。
測定 ①：
● アクセル・ペダルを急速に一杯まで踏み込み、踏み込み始めてから２秒間持続した後、アクセル・ペ
ダルを放します。

● アクセル・ペダルを踏み込み始めた時から５秒間測定を行い、その間の光吸収係数の最大値を測定
します。します。

● 測定値が、別表１の閾値（しきいち）以下であれば、その値を指定整備記録簿に記載します。
（基準適合。検査終了）

測定 ②：
● １回目の測定値が別表１の閾値を超えた場合には、４～１０秒の間隔をおいて、２回目の測定を行いま
す。

● ２回目の測定値が別表１の閾値以下であれば、その値を指定整備記録簿に記載します。
（基準適合。検査終了）

測定 ③：
● ２回目の測定値が別表１の閾値を超えた場合には、４～１０秒の間隔をおいて、３回目の測定を行い、３
回の測定の平均値が規制値以下であれば、その値を指定整備記録簿に記載します。
（基準適合。検査終了）

本来３回測定の平均値により合否を判定するところを、１回目又は２回目の測定値により合格と
することができる値です。
オパシメータ検査では、１回目又は２回目の測定値が閾値以下であれば、その時点で基準に
適合するとみなします。

閾値（しきいち）
とは？

● オパシメータ検査の方法 四国運輸局

オパシメータによる検査の方法（参考図）
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● オパシメータ検査の判定方法 四国運輸局

◆ オパシメータ検査の判定について

例：規制値０．８０ のディーゼル車をオパシメータにより検査する場合ｍ－１

（１）１回目又は２回目で合格判定ができる場合（閾値による合格判定）

１回目又は２回目の測定においては、表示された値の小数点以下第３位を四捨五入した値が
閾値以下であれば、その時点で合格となります。

例１： １回目測定値 ０．６４４ ０．６４ ≦ ０．６４（閾値） ○ 基準適合（検査終了）四捨五入

例２： １回目測定値 ０．６８１ ０．６８ ＞ ０．６４（閾値） ？ 閾値超過（検査続行）四捨五入

２回目測定値 ０．６３３ ０．６３ ≦ ０．６４（閾値） ○ 基準適合（検査終了）四捨五入

● オパシメータ検査の判定方法 四国運輸局

（２）１回目及び２回目において合格判定ができない場合（３回測定平均値による合否判定）

１回目、２回目ともに閾値を超えた場合には、３回目を測定し、３回の測定の平均値により合
否判定を行います。

平均値は、各表示値（小数点以下第３位）を使用して計算し、その結果について小数点以下第
３位を四捨五入した値が規制値以下であれば、合格となります。
（３回目の測定は、閾値による合格判定ができません。）

例３： １回目測定値 ０．８４１ ０．８４ ＞ ０．６４（閾値） ？ 閾値超過（検査続行）四捨五入

２回目測定値 ０．８２３ ０．８２ ＞ ０．６４（閾値）四捨五入 ？ 閾値超過（検査続行）２回目測定値 ０．８２３ ０．８２ ＞ ０．６４（閾値）四捨五入 ？ 閾値超過（検査続行）

３回目測定値 ０．６３０

（３回平均）＝（０．８４１＋０．８２３＋０．６３０）÷３＝０．７６４６・・ ０．７６

０．７６ ≦ ０．８０（規制値）

３回目を測定した場合は必ず３回の平均値を規制値に照らして合否を判定してください。

四捨五入

○ 基準適合（検査終了）
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● オパシメータ検査の規制値・閾値一覧 四国運輸局

オパシメータ測定車の検査 規 制 値 閾 値 （しきいち）

ポスト新長期規制車（３桁の排気ガス記号
の１桁目が Ｌ 、Ｆ 、Ｍ 、Ｒ 、Ｑ 、Ｓ 、Ｔ ）

光吸収係数 ０．５０ 光吸収係数 ０．４０

その他のオパシメータ測定車 光吸収係数 ０．８０ 光吸収係数 ０．６４

（ｍ ）－１

自動車の種類・規制値別の閾値一覧（オパシ測定車）

自動車の種類・規制値別の閾値一覧（黒煙測定車）

別表１

別表２

（ｍ ）－１

黒煙測定車をオパシメータにより検査 スクリーニング値 閾 値 （しきいち）

黒煙２５％規制車 光吸収係数 ０．８０ 光吸収係数 ０．６４

（黒煙３０％規制車（特殊自動車のみ）） 光吸収係数 １．０１ 光吸収係数 ０．８０

（黒煙３５％規制車（特殊自動車のみ）） 光吸収係数 １．２７ 光吸収係数 １．０１

黒煙４０％規制車 光吸収係数 １．６２ 光吸収係数 １．２９

黒煙５０％規制車 光吸収係数 ２．７６ 光吸収係数 ２．２０

別表２

（ｍ ）－１ （ｍ ）－１

● 黒煙測定車のオパシメータによる検査 四国運輸局

黒煙測定車は、これまでどおり黒煙測定器により検査を行いますが、オパシメータによ
り検査を行うことも認められています。黒煙測定器では３回の測定値の平均値により基準
への適合性を判断しますが、オパシメータではスクリーニング検査とすることができます。

オパシメータで測定

黒煙測定器で測定

黒煙測定器とオパシ
メータを両方とも保
有する場合には、オ
パシメータによるス
クリーニング検査を
先に実施しても良い。

合格

ｍ－１０．８０ 以下

ｍ－１０．８０ 超

２５％以下

黒煙２５％規制車

黒煙測定器を保有
（共同使用を含む）

オパシメータで測定

黒煙測定器で測定

不合格
２５％超ＹＥＳ

ＮＯ

合格

視認による判定

持込検査

ｍ－１０．８０ 以下

ｍ－１０．８０ 超

適合性を容易に
判定可能

適合性を容易に
判定不可能
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● 黒煙測定車のオパシメータによる検査 四国運輸局

黒煙測定器とオパシメータを両
方とも保有する場合には、オパ
シメータによるスクリーニング
検査を先に実施しても良い。

合格
４０％、５０％以下

黒煙４０％、５０％規制車

－１
１．６２ｍ 、
２．７６ｍ 以下

－１

適合性を容易に
判定可能

視認による

合格

オパシメータで測定

黒煙測定器で測定

－１
１．６２ｍ 、
２．７６ｍ 超

－１

不合格ＹＥＳ

ＮＯ

合格

持込検査

適合性を容易に
判定不可能

黒煙測定器を保有
（共同使用を含む）

視認による
判定

黒煙測定器で測定

オパシメータで測定

４０％、５０％超

－１
１．６２ｍ 、
２．７６ｍ 以下

－１

－１
１．６２ｍ 、
２．７６ｍ 超

－１

● 指定整備記録簿の記載方法 四国運輸局

オパシメータ測定車の場合

黒煙・粒子状物質

視認 ・ テスタ

％０．７５
ｍ－１

黒煙測定車の場合

黒煙・粒子状物質

視認 ・ テスタ
黒煙測定器を用いて判断した場合

オパシメータを用いて判断した場合

視認 ・ テスタ

％
ｍ－１

２ ０

黒煙・粒子状物質

視認 ・ テスタ

％０．７５
ｍ－１
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● 指定整備記録簿の記載方法 四国運輸局

黒煙・粒子状物質

視認 ・ テスタ

％レ
ｍ－１

最初から視認により判断した場合
（４０％、５０％規制車に限る。）

（注）「レ」の代わりに「適」でもよい

オパシメータを用いた測定において
スクリーニング値を超え、視認により
判断した場合

（２５％規制車に限る。）

黒煙・粒子状物質

視認 ・ テスタ

％レ
０．８５ ｍ－１

（注１）「レ」の代わりに「適」でもよい
（注２）オパシメータによる測定値は備考

欄に記載してもよい

● （参考）大型特殊自動車の黒煙・オパシ測定対象車 四国運輸局

オパシメータ測定車の検査 規 制 値 閾 値 （しきいち）

ＹＤＭ、ＹＤＮ、ＹＤＰ、ＹＤＲ、ＹＤＳ 光吸収係数 ０．５０ 光吸収係数 ０．４０

自動車の種類・規制値別の閾値一覧（オパシ測定車）

自動車の種類・規制値別の閾値一覧（黒煙測定車）

黒煙測定車をオパシメータにより検査 スクリーニング値 閾 値 （しきいち）

（ｍ ）－１ （ｍ ）－１

（ｍ ）－１ （ｍ ）－１

黒煙２５％規制車（ＪＤＳ、ＥＤＲ、
ＵＤＳ、ＷＤＰ、ＷＤＲ、ＸＤＭ、ＸＤＮ）

光吸収係数 ０．８０ 光吸収係数 ０．６４

黒煙３０％規制車（ＫＤＰ） 光吸収係数 １．０１ 光吸収係数 ０．８０

黒煙３５％規制車（ＫＤＮ） 光吸収係数 １．２７ 光吸収係数 １．０１

黒煙４０％規制車（ＥＤＭ） 光吸収係数 １．６２ 光吸収係数 １．２９
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マフラーの騒音対策について

四国運輸局自動車技術安全部

保安整備・保安課

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

マフラーの騒音対策について 四国運輸局

マフラ の騒音規制対策を強化！マフラーの騒音規制対策を強化！
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加速走行騒音の規制 四国運輸局

改正のポイント改正のポイント

使用過程車については、近接排気騒音規制に適合することが規定さ
れていますが、平成２２年4月以降に製作される自動車に対し、「騒音低
減機構を容易に除去できる構造であるマフラー」は基準不適合であるこ
と また 「マフラーが加速走行騒音を有効に防止するものであること」と、また、「マフラ が加速走行騒音を有効に防止するものであること」
が新しく規定されました。

本規定は、新車段階だけでなく、使用過程時にも適合することが求め
象 が 続 際 適られることから、※対象車両が継続検査で入庫した際には、基準に適

合していることの確認が必要となります。

※対象車両

内燃機関を原動機とする自動車及び原動機付き自転車燃機 機 機

（乗車定員が１１人以上の自動車、車両総重量が３．５トンを超える自動
車及び大型特殊及び小型特殊を除く）

自動車検査証への記載 四国運輸局

自動車ユ ザ に 平成22年4月以降に製作された対象車両にはマフラ自動車ユーザーに、平成22年4月以降に製作された対象車両にはマフラー
加速騒音規制が適用される自動車であることを周知するため、自動車検査
証に次の通り記載しています。

初度登録年月が平成22年4月以降の自動車でも製作日が同年3月以前であればマフラー加速騒音規制は適
用されませんので、その場合には自動車検査証の備考欄には記載されておりません。

備 考

マフラー加速騒音規制適用車

- 60-



加速走行騒音の測定方法 四国運輸局

【加速走行騒音試験法】【加速走行騒音試験法】

加速開始位置（アクセル全開）

10m10m 50km/h

AB

10m10m 50km/h

7.
5m

試験路面
ISO 10844 7

マイクロホン

AB

50km/hからの全開加速

ISO 10844

イク ホン
（高さ1.2m）

50km/hからの全開加速

アクセル全開で騒音測定区間を走行する自動車の騒音の大きさを測定する。

消音器の騒音低減機構を容易に除去できる構造に該当しない例 四国運輸局

これまでは、「全部又は一部が取り外されているもの」、「切断されているもの」、「内部の騒音低これまでは、 全部又は 部が取り外されているもの」、 切断されているもの」、 内部の騒音低
減機構が除去されているもの」及び「破損又は腐食があるもの」を基準不適合としている。

加えて・・・

消音器本体の外部構造及び内部部品が恒久的方法（溶接、リベット等）により結合さ
れていない（例：ボルト止め、ナット止め、接着）消音器は適合しません。

ただし、騒音低減目的以外の目的として装着されている外部構造部品や排気騒音に
影響のないものは恒久的方法により結合されていなくてもよいこととします。（図1、2に
おいて で示した部品）

6
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加速走行騒音が基準に適合するもの 四国運輸局

以下の（１） （２）に該当するマフラーは基準に適合するものとされます以下の（１）、（２）に該当するマフラ は基準に適合するものとされます。

（１）次のいずれかの表示があるマフラー

（イ）純正品表示（車両型式認証を受けた自動車等が備える純正マフラ に行う表示）（イ）純正品表示（車両型式認証を受けた自動車等が備える純正マフラーに行う表示）
複数の消音器が一つの部品として一体になっている場合は、いずれかの消音器に表
示されていればよい。

 表示方法は「鋳だし」、「刻印（浮きだし）」、「刻印（打刻）」又は「金属プレートの固着」等
 消音器と排気管が一体になっている外国車には、排気管に表示されているものもある

加速走行騒音が基準に適合するもの 四国運輸局

（ロ）装置型式指定品表示（自マーク）（ロ）装置型式指定品表示（自マ ク）

（ハ）性能等確認済表示（登録性能等確認機関が確認した交換用マフラーに行う表示）

第１種後付消音器の性能等確認済
表示の例

ABC－2109130S
EG1 EG2

登録性能等確認機関の略称

原動機型式 識別番号

登録性能等確認機関とは・・・

（ア）一般財団法人日本自動車研究所
（イ）株式会社JQR（イ）株式会社JQR
（ウ）公益財団法人日本自動車輸送技術協会
（エ）一般社団法人JMCA登録性能確認機関
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加速走行騒音が基準に適合するもの（スポーツマフラー） 四国運輸局

四国運輸局加速走行騒音が基準に適合するもの（補修用マフラー）

純正品と同じ構造であり、同じ位置に備えられる消音器（いわゆる「補修用マフ
ラー」）には『Ｒ』の文字が表示されており、検査時に確認する必要があります。
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加速走行騒音が基準に適合するもの 四国運輸局

（ニ）国連欧州経済委員会（UN規則）適合品表示（Ｅマーク）（ ）国連欧州経済委員会（UN規則）適合品表示（Ｅマ ク）

表示例 ○の中の数字は認定国の番号を示し、認定国により変わります。
○の次の番号（例では41）は規則番号を表します。詳細は以下のとおり。

規則番号
９ 側車付二輪 ５９ 二輪以外の後付け消音器

４１ 二輪車 ９２ 二輪車の後付け消音器（側車付二輪含む）
５１ 四輪以上

（ホ）欧州連合指令（ＥＵ指令）適合品表示（ｅマーク）

表示例 数字は認定国の番号を示し、認定国により変わります（１：ドイツ）

（２）次のいずれかの自動車等が現にそなえているマフラー

（イ）公的試験機関が実施した試験結果（加速走行騒音試験結果成績表）がある自動車
この場合、現車と成績表の車名及び型式、原動機型式、消音器の個数及び成績表にこの場合、現車と成績表の車名及び型式、原動機型式、消音器の個数及び成績表に
添付されている消音器の外観写真を比較照合する必要があります。

（ロ）加速走行騒音レベルＥＣＥ規則又はＥＵ指令に適合する自動車等
ＣＯＣペーパー、ＷＶＴＡラベル、EU加盟国の自動車検査証等で確認する自動車もあＣＯＣ パ 、ＷＶＴＡラ ル、EU加盟国の自動車検査証等で確認する自動車もあ
ります。
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自動車損害賠償責任保険について

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課

● 自動車損害賠償責任保険について 四国運輸局

最近、窓口において、自動車損害賠償責任保険の保険期間が不足するため申請を却下
することが増えております。
また、それにより指定自動車整備事業の行政処分を受ける事業者も増えております。

自動車損害賠償責任保険の保険期間の確認を確実に行ってください。

は じ め に

自動車損害賠償責任保険の保険期間

自動車損害賠償責任保険の保険期間の終了日は、午前１２時までしか効力を有しませ
ん。ところが、自動車検査証の有効期間満了日は午後１２時までとなっています。

したがって、自動車損害賠償責任保険の保険期間の終了日と自動車検査証の有効期
間満了日が同日であれば、自動車損害賠償責任保険の保険期間が１２時間不足すること
となります。

そのため、通常は自動車検査証の有効期間満了日の翌日以上の期間、自動車損害賠
償責任保険の契約がされています。
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● 自動車損害賠償責任保険について 四国運輸局

午前１２時

● 自動車損害賠償責任保険について 四国運輸局

午後１２時
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● 自動車損害賠償責任保険について 四国運輸局

自動車検査証の
有効期間満了日
平成２７年７月２０日

更新後の
自動車検査証の
有効期間満了日
平成２９年７月２０日

一般的な自動車損害賠償責任保険契約の例

自賠責の
保険期間終了日
平成２７年７月２１日

新たに契約した
自賠責の保険期間

終了日
平成２９年７月２１日

● 保安基準適合証と自賠責保険の関係 四国運輸局

保安基準適合証及び保安基準適合標章の有効期間は、検査の日から１５日間となって
います。その間であれば、いつでも保安基準適合証等の交付をすることができます。

継続検査においては、保安基準適合証等の交付の日から保安基準適合証等の有効期
間終了日までの期間であれば、いつ自動車検査証の有効期間の更新手続きをしたとし
ても自動車損害賠償責任保険が自動車検査証の更新後の有効期間と重複していなけれ
ばなりません。 ※１

※１：一定の条件を満たせば、保安基準適合証等の有効期間終了日まで手続き可能でなくても良い
場合があります。

自動車検査証の
有効期間満了日

更新後の
自動車検査証の
有効期間満了日

１５日間

旧自賠責 新しく契約した自賠責

検査の日

保安基準適合証等の
有効期間

継続検査の申請が可能な期間
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● 保安基準適合証と自賠責保険の関係（例外） 四国運輸局

前ページで説明したとおり、自動車損害賠償責任保険の保険期間は保安基準適合証
の有効期間終了日までの期間であれば、いつ自動車検査証の有効期間の更新手続きを
したとしても自動車検査証の更新後の有効期間と重複できるものでなければなりません。

しかしながら、自動車使用者の自賠責保険にかかる余分な負担をかけないようにする
ため、次の場合には例外的に認められています。

（１） 旧保険証明書の保険期間が検査の日から１５日未満であり、かつ、旧保険証明書の保険期
間内に保安基準適合証を交付する場合
① 依頼者から提示のあった保険証明書の保険期間が、旧保険証明書の保険期間の終了日
から継続するものであること。から継続するものであること。

② 旧保険証明書の保険期間の終了日までに継続検査を申請する場合に更新されることとな
る自動車検査証の有効期間の満了する日までの期間の全部と重複するものであること。

③ 依頼者から旧保険証明書の保険期間の終了日までに確実に継続検査を申請するという明
示の意思表示のあること。

（２） 旧保険証明書の保険期間が検査の日から１５日未満であり、かつ、旧保険証明書の保険期
間が満了しているものに保安基準適合証を交付する場合、又は、旧保険証明書の保険期間
が検査の日に満了しているものに保安基準適合証を交付する場合
① 依頼者から提示のあった保険証明書の保険期間が、継続検査を申請する場合に更新され
ることとなる自動車検査証の有効期間の満了する日までの期間の全部と重複するものであ
ること。

② 依頼者から交付にかかわる保安基準適合証について、その日のうちに確実に検査を申請
するという明示の意思表示があること。

● 保安基準適合証と自賠責保険の関係（例外） 四国運輸局

自動車検査証の
有効期間満了日

更新後の自動車検査
証の有効期間満了日

旧自賠責 新しく契約した自賠責

保安基準適合証等の
有効期間

保安基準適合証の有効期間内であるが、
検査の申請を行った場合に自動車損害賠
償責任保険の保険期間が不足してしまう
期間

保安基準適合証の所定の欄に「最終の検査申請日」を記
載し、確実にその日までに継続検査の申請を行うよう自動
車使用者に教示する。
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● 最終の検査申請日 四国運輸局

★ 「最終の検査申請日」を書き忘れると・・・

「最終の検査申請日」を書き忘れると、保安基準適合証と自動車損害賠償責任保険の
関係が満足しなくなるので、自動車損害賠償保障法第９条第７項の違反となります。

★ 「最終の検査申請日」までに検査の申請を行えなかった場合は・・・

やむを得ない事情で、「最終の検査申請日」までに検査の申請を行うことができなかっ
た場合には、自動車損害賠償責任保険を１ヶ月分追加契約が必要となります。

通常は、保安基準適合証等の交付の際に自動車損害賠償責任保険証明書の確認が
必要ですので、保険契約日は交付の日以前となりますが、１ヶ月分を追加する保険契
約については、交付日以降になります。

また、その際には、保安基準適合証等の保険期間の訂正、証明書番号、保険会社及
び保険契約者名の追加、最終の検査申請日欄の抹消が必要となります。
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よくある質問にお答えします

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課

Ｑ１ 中古新規の保安基準適合証交付時の注意点 四国運輸局

現車提示の必要な貨物自動車に保安基準適合証を交付しようと思いますが、どんなと
ころに気をつければいいですか？

中古新規の場合で、保安基準適合証の交付により現車の提示が省略できるのは、構造等に関す
る事項に変更の無い、乗用自動車、軽自動車、小型二輪自動車、最大積載量が１トン以下で車
体の形状が「バン」又は「三輪バン」の小型貨物自動車となっています。

保安基準適合証を交付しようとする自動車と、その自動車の登録識別情報等通知書（一時抹消

謄本）又は自動車検査証返納証明書に記載された事項と相違が無いことを確認してください。
具体的には、寸法についてはメジャー等を使って確認して、重量は重量計で確認することとなりま
す。標準車と変更がない等の場合、目視によって重量に変更の無いことを確認してもかまいませす。標準車と変更がない等の場合、目視によって重量に変更の無いことを確認してもかまいませ
んが、現車確認の際に指摘されるケースも多いので、重量が変わっているかどうかがはっきりし
ない場合は、保安基準適合証の交付を行わず持込検査としてください。

参考
平成２７年６月２４日に道路運送車両法の改正が公布され、中古新規検査時の保安基準適合証
交付による現車提示の省略ができる範囲が上記のとおり拡大されました。

また、これまでは事業用で一時抹消されている自動車を自家用で新規検査を受ける場合、また、
その逆も保安基準適合証を交付することができませんでしたが、乗車定員１１人以上のもの以外
の自動車について、自家用、事業用の別があっても保安基準適合証を交付することができるよう
になりました。
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Ｑ２ 保安基準適合証等の書き損じた場合 四国運輸局

保安基準適合証、保安基準適合標章を書き損じた場合、どのように処理すればいいで
すか？

① 適合証又は適合標章を書き損じた場合（訂正にあたり記載事項の識別が困難となるおそ
れが場合を含む）は、記載面（適合証の場合、事業者の名称、自動車検査員の氏名、自動
車登録番号等を記載する側の面。適合標章の場合も、同様の面）を朱抹（赤色の×印）し、
「走行距離計表示値」欄の下方に書損理由（例：自動車登録番号の記載誤り等）を記載し、
適合証又は適合標章を適合証綴から切り離さず、適合証（控）とともに保存しておいてくだ適合証又は適合標章を適合証綴から切り離さず、適合証（控）とともに保存しておいてくだ
さい。

② 書き損じた場合を含め、適合標章を交付しないときは、適合標章の表示面（適合標章の有
効期間を記載する側の面）を朱抹（赤色の×印）し、適合標章を適合証綴から切り離さず、
適合証（控）とともに保存しておいてください。

Ｑ３ 保安基準適合証の有効期間が過ぎた場合 四国運輸局

保安基準適合証の有効期間が過ぎてしまった車両は、どうすれば良いですか？

① 保安基準適合証の提出による検査申請ができないときは、認証扱いにして、運輸支局
（軽自動車については、軽自動車検査協会）に当該自動車を提示して検査を受けてくだ
さい。なお、指定整備記録簿は、そのまま使用してください。

② 適合証は、『有効期間切れ（持ち込み検査）』等と理由を記載し、保存しておいてください。② 適合証は、『有効期間切れ（持ち込み検査）』等と理由を記載し、保存しておいてください。
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Ｑ４ 自動車検査員が実施可能な作業 四国運輸局

自動車検査員が実施可能な作業は、どのようなものがありますか？

１． 指定自動車整備事業者は、検査作業と整備作業が分業されていなければなりません。
そのため、自動車検査員は、当該検査に係る自動車の整備作業の実務に直接従事し
てはなりません。

２． ただし、次に掲げる作業については、行うことが可能です。
①点検するために不可欠な作業
・「自動車の点検及び整備に関する手引き」（平成７年運輸省告示第３４２号）に例示
してある点検作業の範囲

②点検に付随する軽微な作業②点検に付随する軽微な作業
・点検のために取り外した部品を再度取り付ける際の清掃及び摺動部への給油脂
・増し締め
③点検と併せて行うことが合理的である軽微な交換作業又は補充作業
・シャシ各部への給油脂
・油脂液類の補充（交換は否）
・点火プラグ、エア・クリーナ・エレメント、燃料フィルター、ディストリビュータ・キャップ、
バルブ、ヒューズ、ワイパー・ブレード、ゴムの交換
・タイヤの交換（位置交換など）
④点検又は検査時に行うことが合理的である軽微な調整作業
・前照灯の照射方向、点火時期、タイヤの空気圧の調整
・アイドリング、ＣＯ・ＨＣの整備

Ｑ５ 不正改造車が入庫した場合 四国運輸局

定期点検整備（車検以外）等のため入庫した自動車が、不正改造車であった場合
どのように対応すればいいですか？

以下は対応の一例です。
社内で方針を決めておき、人によって対応が異なることがないように注意してください。
また、応じるか応じないかは事業者の判断になります。

① 不正改造車が車検以外で入庫した場合には、自動車の使用者に不正改造（保安基準不
適合）箇所の説明を行います。適合）箇所の説明を行います。

② 自動車の使用者に、不正改造（保安基準不適合）箇所にかかる修復の内容、費用等の
説明を行い、同意が得られた場合は修復作業を先に行い、それから定期点検整備等の
作業を行います。
その際、後のトラブル防止のためにも修復前後の写真を残しておく方が良いでしょう。
全ての作業が終わったら、分解整備記録簿を作成して自動車の使用者に交付します。
分解整備記録簿には、不正改造（保安基準不適合）箇所の修復内容についても記載
しておきましょう。

③ 自動車の使用者が、不正改造（保安基準不適合）箇所の修復を拒んだ場合は入庫を
お断りすることも可能ですが、作業依頼の内容が安全な走行に問題が発生するような
部位である場合には、その部位のみの作業を受けることを十分に説明し、作業を行って
ください。
また、その旨を概算見積書や分解整備記録簿にしっかり記載しておいてください。
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Ｑ６ 保安基準適合証の使用者欄の記載 四国運輸局

中古新規の保安基準適合証を交付したいのですが、保安基準適合証の使用者欄には
誰の氏名等を記載すればいいですか？

① 中古新規検査のために保安基準適合証を交付する場合は、新しい使用者が決まっていま
すので、新しい使用者の方の氏名等と住所を記載してください。

② 予備検査のために保安基準適合証を交付する場合は、新しい使用者が決まっていません
ので、所有者の方の氏名等と住所を記載してください。

③ 中古車で一時抹消状態ではない自動車（名義変更と継続検査を併せて行う場合）に保安基
準適合証を交付する場合は、保安基準適合証を交付する際に自動車検査証に記載された準適合証を交付する場合は、保安基準適合証を交付する際に自動車検査証に記載された
使用者の方の氏名等及び住所を記載してください。

Ｑ７ 指定整備記録簿の制動力の判定 四国運輸局

指定整備記録簿の制動力の判定値の端数処理はどうすればいいですか？

制動力の判定値については、不利な条件となるように端数処理をします。
① 制動力の総和、後軸重の制動力、駐車制動力の判定値については、次により処理します。

％で判定する場合は、小数点第２位以下を切り捨てします。

５３．３３％ → ５３．３％

Ｎ／㎏で判定する場合は、小数点第３位以下を切り捨てします。

５．２２６Ｎ／㎏ → ５．２２Ｎ／㎏

② 各軸の左右差の判定値については、次により処理します。
％で判定する場合は、小数点第２位以下を切り上げします。

１．３７９％ → １．４％

Ｎ／㎏で判定する場合は、小数点第３位以下を切り上げします。

０．１３５１Ｎ／㎏ → ０．１４Ｎ／㎏

注意
Ｎ（ニュートン）で表示されるブレーキテスタの表示器に記載された単位が「ｄａＮ（デカニュートン）」
になっていませんか？「ｄａＮ」とは「１０Ｎ」のことです。
したがって、指定整備記録簿に制動力を記載する際には、表示された数値に「０」を追加しましょう。

表示された数値「５２３」 → 指定整備記録簿に記載する数値「５２３０」
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Ｑ８ 後部反射器と尾灯、制動灯の兼用（その１） 四国運輸局

最近、後付部品として後部反射器が尾灯として点灯したり、制動灯と連動して点灯する
ものがありますが、基準の適合性についてどう判断すればいいですか？

後部反射器、尾灯、制動灯のそれぞれの基準に適合していれば、問題ありません。

以下に、平成１８年１月１日以降に製作された自動車の大まかな基準を記載しています。詳しく
は、道路運送車両の保安基準、審査事務規程でご確認下さい。

なお、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車、平成１７年１
２月３１日以前に製作された自動車の基準は異なりますので、ご注意下さい。２月３１日以前に製作された自動車の基準は異なりますので、ご注意下さい。

後部反射器の基準

夜間にその後方１５０ｍの距離から走行用前照灯で照射した場合にその反射光を照射位置か
ら確認できるものとして、反射部の大きさが１０平方センチメートル以上であること。
反射光の色が赤色であること。

取付位置は、反射部の上縁の高さが地上１．５ｍ以下、下縁の高さが地上０．２５ｍ以上、反射
部の最外縁が、自動車の最外側から０．４ｍ以内であること等。

Ｑ９ 後部反射器と尾灯、制動灯の兼用（その２） 四国運輸局

尾灯の基準（乗車定員１０人未満の乗用車、車両総重量３．５ｔ以下の貨物車）
・夜間にその後方３００ｍの距離から点灯を確認できるものとして、光源が５Ｗ以上３０Ｗ以下
で照明部の大きさが１５平方センチメートル以上であること。
・灯光の色が赤色であること。
・取付位置は、照明部の上縁の高さが地上２．１ｍ以下、下縁の高さが地上０．３５ｍ以上、照
明部の最外縁が、自動車の最外側から０．４ｍ以内であること等。
・取付個数の制限はありません。

制動灯の基準（乗車定員１０人未満の乗用車、車両総重量３．５ｔ以下の貨物車）
・昼間にその後方１００ｍの距離から点灯を確認できるものとして、光源が１５Ｗ以上６０Ｗ以
下で照明部の大きさが２０平方センチメートル以上であること。
・尾灯と兼用の場合は、同時に点灯したときの光度が尾灯のみを点灯したときの光度の５倍以
上であること。
・灯光の色が赤色であること。
・取付位置は、照明部の上縁の高さが地上２．１ｍ以下、下縁の高さが地上０．３５ｍ以上、照
明部の最外縁が、自動車の最外側から０．４ｍ以内であること等。
・取付個数の制限はありません。

- 74-



Ｑ１０ 直前直左鏡の取り外し 四国運輸局

直前直左鏡を取り外していますが、基準に適合しますか？

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動
車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）には、運転者が運転者席において、高さ１
ｍ直径３０㎝の円柱を確認できる鏡その他の装置を備えなければなりません。（次図参照）

ただし、運転者が運転者席において当該円柱を直接又は後写鏡により確認できる構造の自動
車は除かれます。

ここでは、車両総重量が８ｔ以上、最大積載量が５ｔ以上の普通自動車であって原動機の相当
部分が運転者室又は客室の下にあるもの等は除いて説明します。

直前直左鏡の取り付けは、平成１９年１月１日以降に製作された自動車が対象となります。

ただし、平成１７年１月１日以降に、①指定を受けた型式指定自動車、②新型届出による取扱
いを受けた自動車、③輸入自動車特別取扱を受けた自動車についても対象となります。
したがって、上記の日以降に製作された自動車は、直前直左鏡を取り外すことができませんが、

鏡に代えて、カメラの取り付けにより規定範囲内の円柱が確認できる場合は、基準に適合しま
す。

また、以下のものは取付けが不適切な鏡となります。
①取付部が吸盤形状であることが外観上明らかなもの
②他の部品（作業用附属装置、除雪装置、道路清掃装置に係るものを除く。）との共締めのみ
により取付けられているもの
③貼付けられたシート等の上に接着固定等されているもの

Ｑ１０ 直前直左鏡の取り外し（参考図） 四国運輸局

左ハンドル車は、自動車の右側面が
確認できなければなりません
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Ｑ１１ 前面ガラス等に貼っていいもの 四国運輸局

助手席側のフロントガラス上部２０％の範囲内に化粧鏡を吸盤で取り付けていますが、
基準に適合しますか？

フロントガラス上部２０％の範囲内であっても、取付けすることはできません。

前面の窓ガラスに貼付することが認められているものは以下のとおりです。

・整備命令標章 ・臨時検査合格標章 ・検査標章 ・自賠法の保険標章
・保安基準適合標章（二つ折り様式に限る） ・道交法の故障車両標章
・車室内に備える貼付式の後写鏡 ・ＥＴＣ、ＶＩＣＳ他 ・ドライブレコーダ
・タクシーの防犯カメラ
・車間測定器 ・雨滴感知器 ・受光感知器 ・公共の電波受信のためのアンテナ
・窓ふき器の凍結を防止する機器
・装着され、貼り付けられ、塗装又は塗装された状態において透明であり、かつ、運転者が交通
状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が７０％以上で
あるもの
・その他、国土交通大臣が指定したもの

注意
運転席の側面ガラス、助手席の側面ガラスにも一定の条件の下で貼り付けが認められているも
のがあります。

Ｑ１２ その他の灯火 四国運輸局

規定外の灯火器が装着されていますが、基準に適合しますか？

規定外の灯火器が装着されている場合は、灯光の色や明るさ、取付位置に注意して判断しま
す。禁止されている灯火等については、次のとおりです。ここでは、一例を掲載しておりますの
で詳しくは審査事務規程でご確認下さい。

赤色灯火器 → 尾灯、制動灯、側方灯、後部霧灯などを除いて、すべての面に取り付けるこ
とができません。

橙色灯火器 → 方向指示器などを除いて、後方へ照射または表示する灯火で、灯火器の照
明部の上縁が地上２．５ｍ以下のものは取り付けることができません。

白色灯火器 → 後方へ照射または表示する灯火で、後退灯、番号灯、室内照明など以外は白色灯火器 → 後方へ照射または表示する灯火で、後退灯、番号灯、室内照明など以外は
取り付けることができません。

黄緑灯火器 → 自動車の前面ガラスの上方に取り付けることができません。
青紫灯火器 → 自動車の前面ガラスの上方に取り付けることができません。
点滅増減灯火→ 方向指示器、緊急自動車の警光灯など以外は取り付けできません。また、

ＬＥＤで色が変化するものも取り付けできません。
反射器 → 赤色反射器を前面から見える位置、白色反射器を後面から見える位置に取

り付けることができません。
光度の制限 → 前照灯、前部霧灯、制動灯、方向指示器など以外は、光度が３００ｃｄ以下で

なければなりません。（製作年により基準が異なる場合がありますのでご注
意下さい。）

連動の制限 → 例えば車幅灯と連動して点灯する灯火は備えても問題ありませんが、制動
灯や後退灯、方向指示器と連動して点灯する灯火は取り付けできません。
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Ｑ１３ サンバイザモニター、ヘッドレストモニター 四国運輸局

ルームミラー、サンバイザ、ヘッドレストがモニター付に変更されていますが、基準に適
合しますか？

ルームミラーについては、「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準（保安基準第４４条）」に、サン
バイザについては、「サンバイザの衝撃吸収の技術基準（保安基準第２０条）」に、ヘッドレストに
ついては、「頭部後傾抑止装置の技術基準（保安基準第２２条の４）」及び「座席及び座席取付け
装置の技術基準（保安基準第２１条）」にそれぞれ適合していることが必要です。

適合しているかどうかを確認するためには、技術基準適合証明書等を確認する必要があります。適合しているかどうかを確認するためには、技術基準適合証明書等を確認する必要があります。
ルームミラー及びサンバイザについては、保安基準上は「取り付けられている場合には、技術基
準に適合していなければならない」となっていますので、取り外すことにより基準の適用を受けな
くなります。
ヘッドレストは、「備えなければならない」となっていますので、技術基準適合証明書等がない場
合は、標準に戻さなければなりません。
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監査での代表的な指摘事項

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課

１ 行政処分等について（法律） 四国運輸局

指定自動車整備事業者に対する行政処分等について、法律では以下のように定められ
ています。

道路運送車両法第９４条の４第４項

地方運輸局長は、自動車検査員がその業務について不正の行為をしたとき、又はその他こ
の法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反したときは、指定自動車整備事業者に対し、
自動車検査員の解任を命ずることができる。

→ 自動車検査員の解任命令

道路運送車両法第９４条の８第１項

地方運輸局長は、指定自動車整備事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、六月以
内において期間を定めて保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の交
付の停止を命じ、又は指定を取り消すことができる。
一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

→ 保安基準適合証等の交付停止、指定の取り消し
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２ 行政処分等について（通達） 四国運輸局

また、指定自動車整備事業者に対する行政処分等について、通達では以下のように定
められています。

自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について
（平成１８年３月２日付け 国自整第１２６号 自動車交通局長通達）

→ 行政処分等を行う場合の基準、保安基準適合証等交付停止の日数等を定めています

「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について」の細部取扱いについて「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について」の細部取扱いについて
（平成１８年３月２日付け 国自整第１２７号 自動車交通局技術安全部整備課長通達）

→ 指定自動車整備事業等の違反事例に対する違反点数等を定めています

参考
これらの通達は、四国運輸局のホームページに掲載されており、誰でも自由に見ることができます。
また、自動車検査員必携（四国自動車整備振興会連合会作成）にも掲載されています。

３ 代表的な指摘事項の事例 四国運輸局

立入監査を実施した際、車両置場に不正改造車があり、当該事業者の関係書類を確
認したところ、直近に当該事業者において保安基準適合証等が交付されており、自動
車検査証の有効期間が更新されていることが判明した。
また、自動車検査員に確認したところ、不正改造状態であることを認識しているにもか
かわらず、保安基準適合証に証明したことが判明した。

① 不正改造状態で保安基準適合証を交付した
（道路運送車両法第９４条の５第１項違反）

→ ４５点／台（５台以上は指定の取消し）

② 自動車検査員が不正改造状態であるにもかかわらず、保安基準適合証に証明した
（道路運送車両法第９４条の５第４項違反）

→ 自動車検査員の解任命令の対象
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４ 代表的な指摘事項の事例 四国運輸局

立入監査を実施した際、車両置場に保安基準不適合状態（制動灯及び尾灯の破損、
最大積載量の表示無し等）の車両があり、当該事業者の関係書類を確認したところ、
保安基準不適合状態であるにもかかわらず、当該事業者において保安基準適合証等
が交付されていることが判明した。
また、自動車検査員に確認したところ、保安基準不適合状態であることを認識している
にもかかわらず、保安基準適合証に証明したことが判明した。

① 故意により保安基準不適合状態で保安基準適合証を交付した
（道路運送車両法第９４条の５第１項違反）

→ ３０点／台

② 自動車検査員が保安基準不適合状態であるにもかかわらず、保安基準適合証に証明した
（道路運送車両法第９４条の５第４項違反）

→ 自動車検査員の解任命令の対象

５ 代表的な指摘事項の事例 四国運輸局

立入監査を実施した際、車両置場に自動車登録番号標が取り外されている車両があ
り、ルーフラックが取り付けられている状態であった。当該事業者の関係書類を確認し
たところ、登録識別情報等通知書の記載内容（高さ）と相違しているにもかかわらず、
当該事業者において保安基準適合証等が交付されていることが判明した。
また、自動車検査員に確認したところ、同一性の相違する自動車であることを認識して
いるにもかかわらず、保安基準適合証に証明したことが判明した。

① 同一性の相違する自動車にもかかわらず保安基準適合証を交付した
（道路運送車両法第９４条の５第１項違反）

→ ２０点／台

② 自動車検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず、保安基準適合証に証明した
（道路運送車両法第９４条の５第５項違反）

→ 自動車検査員の解任命令の対象
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６ 代表的な指摘事項の事例 四国運輸局

立入監査を実施した際、当該事業者の関係書類を確認したところ、オパシ測定車に対
して黒煙測定による検査を実施していたにもかかわらず、当該事業者において保安基
準適合証等が交付されていることが判明した。
また、自動車検査員に確認したところ、上記の検査について、審査事務規程と異なる
方法で検査を行い、検査の一部を実施せず（故意以外）、保安基準適合証に証明した
ことが判明した。

① 故意以外により検査の一部を実施せず保安基準適合証を交付した① 故意以外により検査の一部を実施せず保安基準適合証を交付した
（道路運送車両法第９４条の５第１項違反）

→ １０点×違反台数に応じた係数（例：違反台数が１０台であれば係数は２）

② 自動車検査員が検査していないにもかかわらず、保安基準適合証に証明した
（検査一部未実施を含む）
（道路運送車両法第９４条の５第４項違反）

→ 自動車検査員の解任命令の対象

７ 代表的な指摘事項の事例 四国運輸局

継続検査の窓口において、自賠責保険の期間が足りない（保険期間の不足は一部の
期間）ため事業者に確認したところ、自賠責保険の期間が不足した状態で保安基準適
合証を交付したことが判明し、立入監査を行いその事実を確認した。

保安基準適合証の交付日から当該保安基準適合証により更新される車検有効期間の
満了までの期間のうち一部の期間において自賠責未加入状況になるにもかかわらず
保安基準適合証を交付した
（道路運送車両法第９４条の８第１項第５号違反）

→ １０点／台
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回答

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

整　備　事　業　関　係

　次の各々に掲げる事項について、適切なものには「○」を、適切でないもの
には「×」として考えてみて下さい。

継続検査を行う場合であって、自動車検査員は自動車に打刻して
いる車台番号及び原動機に打刻している原動機型式と当該自動
車に係る自動車検査証に記載された車台番号及び原動機型式と
が相違がないかどうかの確認をせず、保安基準適合証に保安基
準に適合する旨の証明をした。

設　　　問

対象とする自動車の種類が「普通自動車（中型）」であり、「大型特
殊自動車」を対象としない指定自動車整備事業場には、工員が５
人以上必要である。

黒煙測定器又はオパシメータを用いて行う検査について、完成検
査場ではなく、屋内現車作業場で検査を行った。

指定整備事業者は、自動車検査用機械器具の校正の結果不適
合となった場合、「自動車検査用機械器具校正不適合報告書」に
校正結果通知書の写しを添え、１５日以内に運輸支局長に報告し
なければならない。

自動車検査員は、他の事業場の自動車検査員となることができな
い。ただし、同一の指定自動車整備事業者の他の事業場で、位置
その他について国土交通省令（指定自動車整備事業規則第４条
の２）で定める要件を備えるものについては、この限りでない。

平成２８年９月１０日に自動車検査証の有効期間が満了する有効
期間２年の自動車の完成検査を平成２８年９月８日に行い、平成
２８年９月９日に保安基準適合証を交付する場合、当該自動車の
自動車損害賠償責任保険証明書の保険期間が平成２６年９月１１
日から平成３０年９月１１日の場合の最終検査申請日は、平成２８
年９月１１日である。

地方運輸局長は、指定自動車整備事業者がこの法律若しくはこ
の法律に基づく命令、又はこれらに基づく処分に違反したときは、
６月以内において期間を定めて保安基準適合証、保安基準適合
標章及び限定保安基準適合証の交付の停止を命じ、又は指定を
取り消すことができる。

一時抹消登録を受けた小型乗用自動車のコイルスプリングが変
更され、登録識別情報等通知書に記録された高さより５ｃｍ高く
なっていたが、コイルスプリングは指定部品であり、保安基準に適
合していたので保安基準適合証に保安基準に適合する旨の証明
をした。

法第９４条の５第４項の点検及び検査を、複数の自動車検査員が
分担して実施した場合の自動車検査員の証明欄には、保安基準
適合証に最後に検査の実務を実施した自動車検査員のみの氏名
を記名し押印した。

保安基準適合証又は保安基準適合標章を書き損じた場合には、
不正使用防止の観点から、当該保安基準適合証及び保安基準適
合標章を保安基準適合証綴から切り離し、記載面を朱抹し廃棄し
なければならない。
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テキストボックス
７．最近の自動車検査員教習の問題から




解答

1 ×

2 ○

3 ×

4 ○

5 ×

自動車検査員は、自動車が当該自動車にかかる自動車検
査証に記載された事項について事実と相違があると認める
ときは、証明をしてはいけません。また、原動機型式に不
正な打刻等が無いかも注意しなければなりません。
【指定自動車整備事業規則第７条】

設問に対する解説
指定に係る基準の内、工員数要件で工員は４人以上必要
となっていますが、対象とする自動車の種類に車両総重量
８トン以上、最大積載量５トン以上又は乗車定員３０名以上
（大型特殊自動車を含む）の車両が含まれる場合は工員が
５人以上必要となります。
【自動車分解整備事業の認証及び指定自動車整備事業の
指定に係る取扱い及び指導の要領について（依命通達）】

音量計、一酸化炭素測定器、炭化水素測定器、黒煙測定
器及びオパシメータにより行う検査については、屋内現車
作業場で行って差し支えありません。
【自動車分解整備事業の認証及び指定自動車整備事業の
指定に係る取扱い及び指導の要領について（依命通達）】

自動車検査用機械器具の校正の結果不適合となった場
合、「自動車検査用機械器具校正不適合報告書」に校正結
果通知書の写しを添え、速やかに運輸支局長に報告しな
ければなりません。また、当該機械器具が再校正により技
術基準に適合するまでの間は、検査に使用してはなりませ
ん。
【自動車検査用機械器具の校正及び校正の結果不適合と
なった場合の取扱いについて】

自動車検査員を兼任する場合は、以下の要件を満足しな
ければなりません。
１．兼任の自動車検査員のみを選任している事業場にあっ
ては、兼任する他の事業場に至る所要時間は、おおむね１
時間以内の位置であること。
２．兼任に係る自動車検査員が処理することとなるすべて
の事業場の検査業務量は、当該自動車検査設備の検査
能力等からみて、１人当たりの自動車検査員の業務処理
能力に対して十分な余力が残されている範囲内のもので
あること。
【自動車分解整備事業の認証及び指定自動車整備事業の
指定に係る取扱い及び指導の要領について（依命通達）】

整　備　事　業　関　係
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解答

6 ×

7 ×

8 ×

9 ○

10 ○

指定自動車整備事業者に対する行政処分の種類は、保安
基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証
の交付の停止命令、指定の取り消し、自動車検査員の解
任命令及び是正命令があります。
【道路運送車両法第９４条の８第１項】
【行政処分等の基準通達】

自動車検査員は、一時抹消登録を受けた自動車につい
て、当該自動車の構造等に関する事項がそれぞれ当該自
動車に係る自動車登録ファイルに記録された構造等に関
する事項と同一でなければ、証明をしてはなりません。新
規検査、継続検査において、それぞれ指定部品の取扱い
に注意が必要です。
【道路運送車両法第９４条の５第５項】

複数の自動車検査員が分担して行った場合の自動車検査
員の証明欄には、最後に検査の実務を行った自動車検査
員の氏名を含めてすべての自動車検査員の記名及び押印
をしなければなりません。
【保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準
適合証の取扱いについて】

保安基準適合証又は保安基準適合標章を書き損じた場合
には、不正使用防止の観点から、記載面を朱抹し、当該保
安基準適合証及び保安基準適合標章を保安基準適合証
綴から切り離すことなく保安基準適合証（控）とともに保存
しておかなければなりません。
【保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準
適合証の取扱いについて】

自動車使用者から提示された保険証明書の保険期間のま
ま、保安基準適合証の提出により自動車検査証の有効期
間を更新することができる最終の検査申請日を明瞭に記
載しなければなりません。
【保安基準適合証、保安基準適合標章の有効期間と自動
車損害賠償責任保険の取扱いについて】

設問に対する解説

整　備　事　業　関　係
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回答

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

専ら砂利、土砂等の運搬に用いる普通貨物自動車で、当該自動
車の最大積載量を当該荷台の容積（0.1m3未満は切り捨て）で除
した数値が1.4トン/m3であったので、保安基準に適合とした。

検　査　業　務　関　係

　次の各々に掲げる事項について、適切なものには「○」を、適切でないもの
には「×」として考えてみて下さい。

設　　　問

前部霧灯が不点灯状態であることから、当該灯火の電球及び配
線のうち、電球を取り外したものは保安基準に適合する。

最高速度が100km/hの貨物の運送の用に供する普通自動車のう
ち、車両総重量が8トン以上又は最大積載量が5トン以上の自動
車については、速度抑制装置を備えなくてもよい。

自動車、自動車の装置等の盗難を防止するための装置が備えら
れていることを表示する標識が運転者席の側面ガラスに貼付さ
れていたため、貼付位置を確認したところ標識の上縁の高さがガ
ラス開口部の下縁から１２０ｍｍであり、標識の前縁がガラス開
口部の後縁から１２０ｍｍであったので、保安基準に適合とした。

後部に備える側方灯の灯光の色が赤色であったが、尾灯、制動
灯と構造上一体となっていたので、保安基準に適合とした（平成１
８年１月１日以降製作車）

タクシー（乗車定員１０人以下の旅客自動車運送事業用自動車）
の、乗降口のとびらを開放する操作装置又はその付近に、とびら
の開放方法の表示がされていなかったので、保安基準に不適合
とした。

右ハンドルの小型自動車に、運転者が運転者席において当該自
動車の前面から0.3m前方にある鉛直面及び当該自動車の左側
面から0.3mの距離にある鉛直面と当該自動車との間にあり、か
つ、当該自動車に接している高さ1m直径30cmの円柱を確認でき
る鏡その他の装置が備えられていたので、保安基準に適合とし
た。
非常口を設けた自動車について、非常口のとびらが開放した場
合にその旨を運転者に警報する装置が作動していなかったの
で、保安基準に不適合とした。

大型後部反射器が、黄色の反射部及び赤色の反射部又は蛍光
部からなる水平面と45±5°の角度をなす縞模様のものであり、
当該縞模様が車両中心線上の鉛直面に対して対称の位置、か
つ、谷形縞模様となるように取付けられていたので、保安基準に
適合とした。

小型乗用自動車の後退灯が同時に３個点灯したので、保安基準
に不適合とした。（平成２７年１２月３１日以前製作車）
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解答

1 ×

2 ×

3 ×

4 ×

5 ○

貨物の運送の用に供する普通自動車（最高速度が90km/h
以下の自動車を除く）のうち、車両総重量が8トン以上又は最
大積載量が5トン以上の自動車については、確認ランプ等が
適正に作動すること、または、速度抑制装置の機能を損なう
改変を防止する封印等が自動車に適正に施されていること
等の確認が必要です。
【審査事務規程８－１０－１（１）】

設問に対する解説
不点灯状態にある灯火について、当該灯火に係る電球（光
源）及び全ての配線が取外されている場合は、保安基準に
適合します。（不適切な補修にあたらない）
【審査事務規程４－４（１）②】

検　査　業　務　関　係

専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車の荷台であって、当
該自動車の最大積載量を当該荷台の容積（0.1m3未満は切
り捨て）で除した数値が普通自動車にあっては1.5トン/m3未
満のもの、小型自動車にあっては1.3トン/m3未満のもの、ま
た、さし枠の取付金具を有するものは保安基準に適合しませ
ん。
【審査事務規程８－４９－１（１）②】

自動車、自動車の装置等の盗難を防止するための装置が備
えられていることを表示する標識であって、側面ガラスのう
ち、標識の上縁の高さがその附近のガラス開口部の下縁か
ら100mm以下、かつ標識の前縁がその附近のガラス開口部
の後縁から125mm以内となるように貼付されたものであれ
ば、保安基準に適合します。
【審査事務規程８－５２－１－１（１）⑬】

側方灯の灯光の色は、橙色であること。ただし、後部に備え
る側方灯であって尾灯、後部上側端灯、後部霧灯、制動灯
又は後部反射器と構造上一体となっているもの又は兼用の
ものにあっては、赤色であってもよいとなっています。構造上
一体となっていない又は兼用となっていないものについて
は、燈色でなければなりません。（平成１８年１月１日以降製
作車）
【審査事務規程８－７４－２－１（１）②】
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解答

6 ×

7 ○

8 ×

9 ○

10 ○

平成27年6月12日の基準改正により、乗車定員10 人以下の
旅客自動車運送事業用自動車に係る（1）座席の寸法に関す
る基準（2）通路の幅と高さに関する基準（3）乗降口の大き
さ、構造等に関する基準（4）緩衝装置及び座席が旅客に与
える振動、前方の座席との間隙等に関する基準が廃止され
ました。
【審査事務規程８－１１０－１】

検　査　業　務　関　係

設問に対する解説

鏡その他の装置の取付に関し、①取付部が吸盤形状である
ことが外観上明らかなもの、② 他の部品との共締めのみに
より取付けられているもの③ 貼付けられたシート等の上に接
着固定等されているものについては基準に適合しない。
【審査事務規程８－１００－２（２）】

幼児専用車及び乗車定員30人以上の自動車（緊急自動車を
除く。）には、非常時に容易に脱出できるものとして非常口を
設けなければなりません。また、非常口を設けた自動車に
は、非常口のとびらが開放した場合にその旨を運転者に警
報する装置を備えなければなりません。
【審査事務規程８－４８－２（３）】

縞模様のものにあっては、当該縞模様が車両中心線上の鉛
直面に対して対称の位置、かつ、山形縞模様となるように取
付けられていなければなりません。
【審査事務規程８－８２－３（１）④】

平成27年12月31日以前製作車について、後退灯の数は、2
個以下であることとなっています
平成28年1月1日以降製作車について、長さが6mを超える自
動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員10人
以上の自動車及び貨物の運送の用に供する自動車に限
る。）にあっては、2個、3個又は4個となっています。
【審査事務規程８－８６－３（１）①】
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